
局
速報の与える影響が
大きい分野又は施設

分野又は施設としての提
供・非提供の検討状況

緊急地震速報の提供の際の混乱防止のための周知 備考

通 道路交通 検討中

運転者がラジオ等を通じて情報提供を受けることを前
提として、「緊急地震速報の利用の心得」のうち、自動
車運転中の対応行動の指針について周知を図るため、
チラシ等の資料を作成配付するなど、関係機関と連携
し広報啓発を行う。

各部局が所管する法
人が設置している病
院、ホール等の施設

「緊急地震速報の利活用
の手引き（施設管理者
用）Ver.1.0」を再度周知。

－ 別添資料

刑事施設，少年院及
び少年鑑別所

「緊急地震速報の利用の心得」，関係省庁連絡会議
（第1回）配布資料３「集客施設における管理者の対応
例」及び「緊急地震速報リーフレット」を添付のうえ，所
管各庁に周知依頼（４月３日付）

「大規模集客施設のような多数の
人員を収容している施設に関する
分野」に該当する可能性はある
が，これらが「緊急地震速報の与
える影響が大きい所管分野」に該
当するか否かについては，刑事施
設等における被収容者の安全確
保のために活用可能かを含めて
検討中である。

国際交流基金の施設

基金本部は移転の可能
性があるため当面非提
供、付属機関等における
提供、非提供について検
討中

関係省庁連絡会議（第１回）配付資料３「集客施設にお
ける管理者の対応例」配付（４月６日）、外務省における
「気象庁による説明会」（４月９日）に招致、緊急地震速
報リーフレット「緊急地震速報～この秋スタート～」を配
付（７月１１日）

付属機関（日本語国際センター、
関西国際センター）及び京都支部
で提供、非提供を検討中

緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

総務省

法務省

外務省

警察庁

資料４
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局
速報の与える影響が
大きい分野又は施設

分野又は施設としての提
供・非提供の検討状況

緊急地震速報の提供の際の混乱防止のための周知 備考

緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

独立行政法人国際協
力機構の国内機関

提供、非提供について検
討中

関係省庁連絡会議（第１回）配付資料３「集客施設にお
ける管理者の対応例」配付（４月６日）、外務省における
「気象庁による説明会」（４月９日）に招致及びその説明
内容につき国内機関を含む国際協力機構内関係部署
と情報共有。機材整備等に一定の経費を要するとこ
ろ、予算措置、プライオリティ付け（規模、必要性等）を
踏まえつつ、検討中。

国内機関：国際センター等合計１
８ヵ所

国際交流基金の施設

独立行政法人国際協
力機構の国内機関

学校 設置者等において判断

高校生以下の児童生徒に対し，緊急地震速報につい
て説明が行われるよう，都道府県教育委員会等を通じ
て学校長へ依頼。（H19.7.17通知）
その際，全児童生徒等分のリーフレットを各教育委員
会等へ郵送。（８月中旬～下旬郵送済み）

内閣府及び気象庁の協力を得て，
全児童生徒等へのリーフレット配
布。

文部科学省

提供、非提供について引
き続き検討中

気象庁作成の緊急地震速報広報ビデオを配付（７月２
３日）、「緊急地震速報の利活用の手引き（施設管理者
用）Ｖｅｒ．１．０」を配付（８月１４日）
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局
速報の与える影響が
大きい分野又は施設

分野又は施設としての提
供・非提供の検討状況

緊急地震速報の提供の際の混乱防止のための周知 備考

緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

政 医療施設
個々の施設において判
断されるものと認識

－

緊急地震速報については、平成１
９年６月、当省所管の関係団体等
へ周知したところ。医療施設にお
ける緊急地震速報を活用した取組
みについては、現在、独立行政法
人国立病院機構災害医療セン
ターにおいて、地震発生時の病院
としての緊急地震速報の利活用に
ついての研究と実証実験を行って
いるところであり、当省としては、そ
の成果を踏まえ、医療施設におけ
る具体的な活用方法や対応マニュ
アル等を関係団体等を通じて周知
することを予定。

日本中央競馬会の競
馬場及び場外勝馬投
票券発売所

現時点において導入まで
は考えていない

－

関係者には初動対応へのスムー
スな移行を図れるように、可能な
限り地震速報を伝達する。来場者
にはパニックを起こさないように、
地震発生時の対応に準拠すること
を基本とし、緊急時には落ち着い
た行動を呼びかける。また、「緊急
地震速報に係る説明会」（６月１９
日開催）配布資料２「集客施設に
おける管理者の対応例」を参考と
して、施設毎に定めている「地震災
害対策実施計画」を適宜改正予
定。

厚生労働省

農林水産省
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局
速報の与える影響が
大きい分野又は施設

分野又は施設としての提
供・非提供の検討状況

緊急地震速報の提供の際の混乱防止のための周知 備考

緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

百貨店

検討中
（一部店舗で試験的に受
信機を設置（一般客に対
しては未提供））

・昨年度より日本百貨店協会において研究会を開催。
気象庁や専門家（日本大学　中森准教授）等と会員企
業の間で緊急地震速報の運用について意見交換を実
施。
・６月２９日に日本百貨店協会にて委員会を設置し、緊
急地震速報に対する対応について本格的な検討を開
始。
・９月１９日に「百貨店 緊急地震速報 利用ガイドライ
ン」を策定。

スーパー
検討中

（１０月までの導入は難し
い。）

・昨年度より日本チェーンストア協会において気象庁、
専門家等と会員企業の意見交換会を複数回実施。
・日本ショッピングセンター協会において、本年７月より
緊急地震速報に対する対応について検討を開始。

競輪場

検討中
（施行者は地方自治体の
一部署であることから、
導入に際しては施行者
団体だけの意思決定だ
けでは導入できず、地方
自治体としての意思決定

が必要。）

・「緊急地震速報の利活用事例」「緊急地震速報の利用
の心得」及び「集客施設における管理者の対応例」等を
添付のうえ、（社）全国競輪施行者協議会に周知依頼
済み（４月６日付）
・（社）全国競輪施行者協議会は、４月１７日に会員施
行者へ関連資料を送付及び周知し、５月１０日に開催さ
れた警備対策委員会において、緊急地震速報につい
て説明及び周知。

オートレース場

検討中
（施行者は地方自治体の
一部署であることから、
導入に際しては施行者
団体だけの意思決定だ
けでは導入できず、地方
自治体としての意思決定

が必要。）

「緊急地震速報の利活用事例」「緊急地震速報の利用
の心得」及び「集客施設における管理者の対応例」等を
添付のうえ、（社）全国小型自動車競走施行者競技会
に周知依頼済み（４月６日付）

経済産業省
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局
速報の与える影響が
大きい分野又は施設

分野又は施設としての提
供・非提供の検討状況

緊急地震速報の提供の際の混乱防止のための周知 備考

緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

遊園地

検討中
（費用面等について社内
で検討する必要がある。
親会社が鉄道会社のと
ころは、鉄道会社のシス
テムを活用することも検
討。また、業者に導入費
用の見積もりを依頼して

いるところ。）

「緊急地震速報の利用の心得」及び「緊急自身速報の
本運用開始に係る検討会」最終報告参考資料９「集客
施設における管理者の対応例」を添付のうえ、東日本
遊園地協会及び東日本遊園地協会に周知依頼（６月２
６ 日付）
「緊急地震速報の理活用の手引き（施設管理者用）
Ver.1.0」及びリーフレット「緊急地震速報をご存知です
か？」を配布し、周知（８月）

結婚式場

検討中
（事業者のほとんどがホ
テル等施設内にあり、施
設管理者との調整が必
要。会員会社に検討状
況をこれからヒアリングを
実施するところ）

「緊急地震速報の利用の心得」及び「緊急自身速報の
本運用開始に係る検討会」最終報告参考資料９「集客
施設における管理者の対応例」を添付のうえ、（社）日
本ブライダル事業振興協会に周知依頼（６月２６ 日付）
「緊急地震速報の理活用の手引き（施設管理者用）
Ver.1.0」及びリーフレット「緊急地震速報をご存知です
か？」を配布し、周知（８月）

学習塾
検討中

（費用面より導入は難し
い。）

「緊急地震速報の利用の心得」及び「緊急自身速報の
本運用開始に係る検討会」最終報告参考資料９「集客
施設における管理者の対応例」を添付のうえ、（社）全
国学習塾協会に周知依頼（６月２６ 日付）
新潟県中越沖地震の発生を受けて、「学習塾に通う子
どもを災害から守る」特集で定期刊行物を発行し、周知
（８月７日付）
「緊急地震速報の理活用の手引き（施設管理者用）
Ver.1.0」及びリーフレット「緊急地震速報をご存知です
か？」を配布し、周知（８月）

コンベンション施設

検討中
（設置者は地方公共団体
となるため、地方公共団
体との調整が必要。）

「緊急地震速報の利用の心得」及び「緊急自身速報の
本運用開始に係る検討会」最終報告参考資料９「集客
施設における管理者の対応例」を添付のうえ、大規模
展示場連合会に周知依頼（６月２６日付）
「緊急地震速報の理活用の手引き（施設管理者用）
Ver.1.0」及びリーフレット「緊急地震速報をご存知です
か？」を配布し、周知（８月）
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分野又は施設としての提
供・非提供の検討状況

緊急地震速報の提供の際の混乱防止のための周知 備考

緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

フィットネスジム等

検討中
（費用面や施設が多様化
（スイミング施設やスパ
施設があるなど）してい
るため導入は難しい。）

「緊急地震速報の利用の心得」及び「緊急自身速報の
本運用開始に係る検討会」最終報告参考資料９「集客
施設における管理者の対応例」を添付のうえ、（社）日
本フィットネス産業協会に周知依頼（６月２６ 日付）
「緊急地震速報の理活用の手引き（施設管理者用）
Ver.1.0」及びリーフレット「緊急地震速報をご存知です
か？」を配布し、周知（８月）

電力ＰＲ館

検討中
（電力各社で緊急地震速
報の精度、有効性につい

て研究段階。）

「緊急地震速報の利用の心得」及び関係省庁連絡会議
（第1回）配布資料３「集客施設における管理者の対応
例」を添付のうえ、電気事業連合会に周知依頼（４月１
７日付）

建設現場
既に一部の建設業者に
おいて導入

所管団体に対し、「緊急地震速報の周知・広報及び利
活用推進について」（気象庁リーフレット、一般向け緊
急地震速報利用の心得、緊急地震速報利用マニュア
ルの作成等について及び参考資料を添付）を送付し、
関係者へ周知依頼（平成１９年５月１５日付）。

ホテル・旅館
既に一部の事業者にお
いて導入

・「緊急地震速報の利用の心得」及び「緊急地震速報利
用マニュアルの作成等について」等を添付のうえ、業界
団体に周知依頼（５月１６日付）
・導入している事業者では、（エレベーター及び中央監
視室でのパトライト、ブザー）関係部署へマニュアルを
配布し、周知を実施。
・業界団体の防災対策検討委員会において、緊急地震
速報の利用に向けての地震対策マニュアル第３版の策
定中。

不動産業者
既に一部の事業者にお
いて導入

所管団体に対し、「緊急地震速報の周知・広報及び利
活用推進について」（気象庁リーフレット、一般向け緊
急地震速報利用の心得、緊急地震速報利用マニュア
ルの作成等について及び参考資料を添付）を送付し、
関係者へ周知依頼（平成１９年５月１６日付）。

国土交通省
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緊急地震速報の提供の際の混乱防止のための周知 備考

緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

国営公園
所管施設内にある
集客施設の一部におい
て提供を検討中

・６月２８日に国営公園の管理者を対象に、「緊急地震
速報の周知・広報及び利活用推進について」（気象庁
リーフレット、一般向け緊急地震速報利用の心得、緊急
地震速報利用マニュアルの作成等について及び参考
資料を添付）を配布し、説明。

高速道路

一部のＳＡ・ＰＡにおいて
音声放送等による利用
者等への情報提供を１０
月より開始するよう検討
中

緊急地震速報情報提供時の混乱を防止するため、気
象庁作成のポスターを休憩施設等で掲示中。

建築物に設置された
エレベーター

既に一部の事業者にお
いて導入

業界団体等に対し、「緊急地震速報の周知・広報及び
利活用推進について」（気象庁リーフレット、一般向け
緊急地震速報利用の心得、緊急地震速報利用マニュ
アルの作成等について及び参考資料を添付）を送付
し、関係者へ周知依頼（平成１９年５月１７日付）。

鉄道事業者
（集客設備：駅）

各鉄道事業者において、
引き続き検討

・所管団体及び鉄道事業者に対して、「緊急地震速報
の利用の心得」等を周知（５月１５日付け）
・運輸局主催の鉄道事業者向けの説明会を実施（１運
輸局）
・所管団体との勉強会（８月１６日）
・鉄道分野の集客施設における緊急地震速報に関する
勉強会（８月２２日）

旅客船ターミナル
港湾施設全体としての利
活用のあり方について検
討中

・港湾管理者及びフェリー公社に対して、「緊急地震速
報の利用の心得」等を周知（5月25日付け）

舶用工業事業者

（※当該事業者は陸
用品を主として製造、
よって舶用事業者特
有の内容でない。）

すでに一部の事業者
にて導入

地震速報受信から防災対策本部（社内）への連絡手順
を確立しており、さらに各自への連絡体制の整備につ
いては検討中である。
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分野又は施設としての提
供・非提供の検討状況
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緊急地震速報の一般提供に向けた対応方針について

モーターボート競走場
及び
場外舟券発売場

引き続き一部施行者で
検討中

所管団体に対し、「緊急地震速報の周知・広報及び利
活用推進について」（気象庁リーフレット、一般向け緊
急地震速報利用の心得、緊急地震速報利用マニュア
ルの作成等について及び参考資料を添付）を送付し、
関係者へ周知依頼（平成１９年５月１６日付）。

小型船舶操縦士
試験会場
（その他講習会及び
教習所等会場）

現時点導入までは
考えていない

同上

空港ターミナルビル
空港管理者において、引
き続き検討

所管団体に対し、「緊急地震速報の周知・広報及び利
活用推進について」（気象庁リーフレット、一般向け緊
急地震速報利用の心得、緊急地震速報利用マニュア
ルの作成等について及び参考資料を添付）を送付し、
関係者へ周知依頼（平成１９年５月１４日付）。

　　　国民公園等
（皇居外苑、京都御
苑、新宿御苑、千鳥ヶ
淵戦没者墓苑）

検討中

・「緊急地震速報の利用の心得」、関係省庁連絡会議
（第1回）配布資料３「集客施設における管理者の対応
例」及び緊急地震速報リーフレット「緊急地震速報～こ
の秋スタート～」を活用し周知（５月２１日）
・気象庁作成の「緊急地震速報の利活用の手引き（施
設管理者用）Ｖｅｒ．１．０」を活用し周知（８月１４日）

環境省
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